
総合都市研究第71号 2000

町田市中心市街地再開発事業の実施過程

一原町田地区第 1種市街地再開発事業等を事例にして一

しはじめに

2.背景及び概要

3.再開発組織及び関連機関

4.評価

5.結論

33 

浜 利彦*

福岡峻治**

要約

本稿は、東京都町田市の横浜線旧原町田駅周辺の中心市街地で、行われた市街地再開発事

業等のケーススタデイを通じ、その再開発構想・計画及びその実施過程をあとづけ、これ

らを規定した諸条件を明らかにしようと試みたものである。特に、この事業を通じ実現さ

れた諸権利・諸利益の空間的再編成の意義を考察することにより、商業・業務及び公共ス

ペースの空間的な構成の特徴点を明らかにする。また、事業権利者及び関係者の当該再開

発事業に対する立場、果たした役割等を市長との関係を中心に再構成しこれを位置づけ、

その分析・評価を試みる。これらにより、この再開発をめぐる政治過程を再構成しつつ、

横浜線及び小田急線の両駅の統合、商業中核の形成及びタウンセンターの整備といった事

業計画との関連において、市街地再開発の意義を考察し、町田市の繁栄の要因を解明した

ものである。

1.はじめに

近年、全国各地で中心市街地の衰退、その活性

化に向けた様々な取り組みが論議されており、ま

た、大規模小売庖舗法の規制が廃止される中で、

大型庖の進出を「街づくりとの調和Jの観点で新

たにとらえ直そうという考え方が出てきている九

本稿では、東京都町田市で行われた大規模小売
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庖舗の導入を中心とし、市施行で行われた「原町

田地区第1種市街地再開発事業J(1972年3月都市

計画決定、 1980年10月事業完成)及びいわゆる斜

陽化防止対策事業の一環として行われた町田市等

によるターミナルプラザの建設並びに周辺市街地

再開発事業に関するケーススタデイを取り上げる。

具体的には、その計画及び実施過程をあとづけそ

の実際の過程を再構成することにより、これをよ

りリアルに描き出し、その意義を考察しようとい
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うものである。

特に、諸権利・諸利益の空間的再編成の意味を

明らかにすることにより、当該事業が創出した空

間的な構成にみられる特徴を明らかにする。また、

当該事業権利者及びその他関係者の事業に対する

それぞれの立場、役割等を事業の強力な推進者で

あり、国鉄原町田駅の移転による通勤者の利便性

向上、町田市における強力な商業中核及びタウン

センターの形成などの当該事業の目標を構想した

大下勝正町田市長 (1970~90年在任)との関係を

中心に位置づけ、これを評価・分析・検討する。

これらにより、当該事業を完成に導いた政治的・

社会的要因を明らかにしようと試みるものである。

当該事業が注目に値する理由は、以下の点であ

る。

第一に、当該事業それ自体は、大規模小売庖の

導入を中心とした市街地再開発事業であり、当初、

大規模小売庖の進出による零細商庖の衰退が問題

とされたが、この問題は最大の争点となった国鉄

原町田駅の小田急線側への移転問題とも絡み、か

なり増幅された形で政治的争点として浮上した。

そのため、地元商庖街の再活性化が市政の政治的

課題として取り上げられ、さらに周辺事業へと結

び付けられいていった。しかも、それが大規模小

売庖法の枠組みを超えた、大型庖中心の商業再開

発を実現し、小田急側の商業核に対抗できる商業

核の形成に成功したことである。

第二に、こうした商庖街再活性化の取り組みの

中で「原町田地区第 1種市街地再開発事業」の終

了後行われた斜陽化防止対策事業及び周辺事業で、

駐車場、ホテル等の都市機能を中心市街地に付加

し、町田のタウンセンターとしての機能を補充・

増強したことである。

第三には、当該事業を強力に推進した大下町田

市長は、社会党籍のいわゆる革新市長で、地元に

は強力な地盤は持っていなかった。そのため、極

めて注目度の高い当該事業は、市長の再選に向け

た最大の戦略課題のーっとなり、否応なく政治的

争点となった。また、地元と密接な関係を持つ保

守系市長・市議会議員の支配する市政の下ではお

うおう水面下に入りやすい政治的調整過程も、本

例では表面化した点も注目すべきといえる。

以上の諸点を手掛かりに、この町田市中心市街

地再開発の政治過程を再構成しつつ、その事業計

画等との関連において、市街地再開発政策の意義

を考察し、併せてその分析・評価を試みる。

2.背景及び概要

2. 1 町田市中心市街地再開発事業の背景

(1 ) 位置及び歴史的背景

当該事業が行われた町田市は、東京都の西南端

に位置し、神奈川県と接している。

市域を JR (事業当時は国鉄)横浜線及び小田

急線が走っており、主要市街地の一部は、その横

浜線・小田急線の沿線に形成されている他、市域

のほぼ中央に公団・公社等の大規模団地が存在し

ている。中心市街地は、小田急線と横浜線が交差

する、市域の西端にある。

当該事業地区は、この中心市街地の、小田急線

町田駅(事業前は新原町田駅)及び国鉄(現JR) 

町田駅(事業前は原町田駅)の間に位置しており、

町田街道が近くを通過している。

横浜線原町田駅は、開通当時(1908年)の商業

地(現原町田 2，3丁目付近)に隣接して設置さ

れた。しかし、小田急線は、市街地を分断される

ことを嫌った地元の反対で、現在の大谷付近から

カーブし、当時の市街地を避ける形で、現在の位

置に敷設された (1927年)。そのため横浜線・小田

急線の両駅は約650mも離れ、当該事業最大の争点

となった駅位置に関する問題の発端ともなった。

町田市は1958年2月に、町田町、堺村、忠生町、

鶴川村が合併し市制に移行した。合併に際しての、

都市づくりのビジョンでは「東京都南部における

行政文化の中心都市JI広域経済圏を擁する商業都
市JI住宅都市」などの表現で町田市の将来像が語
られている%また、合併時に策定された新都市建

設計画では、当該事業で実施された、両駅の統合

をはかることも既にうたわれていた。市制施行か

ら聞もない1960年の町田市広報の中でも以下のよ

うにはっきりと両駅統合の必要性が述べられてい
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図1 町田市中心市街地事業前 (1976年当時)

図原町田地区一街地再開発事業(市施行)
都市計画決定。昭和47年3月(昭和55年10月事業完成)
面積 2. 1 h a 

田原町田3丁目地即時地再開発動組合施行)
都市計画決定:昭和61年3月(平成Z年5月事業完成}
面積 O. 7 h a 

図2 町田市中心市街整備留
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る。「両駅は分離しております上に、余りにも駅前

広場が狭陸で、通勤通学に能率上、経済上非常な

不利であり、本市の発展を阻害しておりますので、

これは両駅を統合し、駅前広場を確保して駅を枢

軸とした集約都市の形態を整えるべきでありまし

ょう 310J

(司都市環境の急激な悪化

①団地の建設・人口の急増

町田市の人口は、小田急線開通当時は、 2万人

台であった。しかし、市制施行頃から、その人口

は一挙に急増し始めた。 1961年以降ほぼ毎年10%

前後の伸び率を示し、 1970年18.78%、翌1971年

14.53%、1972年13.3%で、実数にして年2万人を

超える増加が続き、 1975年には約25万人となった。

町田市は1970年『団地建設と市民生活j(1970) 

(以下「団地白書J) と題する市政白書を刊行し、

その中で、こうした人口急増の主な原因を、公

団・公社・民間デベロッパーによる団地建設によ

るものとしている。同白書によれば、 1955年から

1970年までに約27，000戸の団地が市内に建設され

たと指摘している針。こうした団地建設の結果、

1970年5月現在、町田市内における住宅団地に住

む市民は83，549人と、市の総人口187，592人の

44.5%を占めるに至ったm。
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②交通等の都市環境の悪化、市財政の悪化

人口の急増は、市民生活に様々な弊害をもたら

した。特に、通勤者の増加による電車の混雑、乗

り換えに伴う駅及び周辺道路の混雑、パスターミ

ナルの狭さ、学校の不足等は深刻であった。

団地住民の就業者の 7割が都心へ通勤していた

ことから、小田急線の混雑は深刻で、、 1970年の小

田急電鉄による調査では、朝のラッシュ時で乗客

は定員の300%を超えておりへ「物理的限界に近く

身体に危険がある状態サにまでなっていた。

また、横浜線原町田駅の年間乗車人員は1962年

に約589万人であったものが、 1970年には813万人、

当該事業着工直前の1978年には1，080万人まで増大

したが、その利用者は、小田急線に乗り換え、都

心方面に向かう者が多かった。

駅周辺道路の混雑も大きな問題となっており、

横浜線原町田駅から小田急線の新原町田駅に至る

幅3m程の駅前通り(通称「マラソン通り」また

は「駆け足道路J)に横浜線と小田急線の乗り換え

客が集中し、「とくに雨の日は大変で、傘と傘とが

ぶつかりあって、小競り合いのおこることもたび

たびた、った。」 ωという状況を招くにいたり、元々

約650m離れた駅の乗り換えに伴う不便を益々増大

させていた。

また、市外通勤者の57.4%がパスを利用してい

ため。幹線道路が集中する原町田駅周辺には、事業

前には、三つのパス乗り場があり、その内、町田

駅西口ターミナルは、 1970年に整備されたが、他

の2カ所は、狭陸な駅前道路を利用したもので、

パスターミナル整備の必要性も大きくなっていた。

この他に、病院、下水道等の都市施設の整備も

課題となっていたが、最大の問題は、学校整備の

立ち遅れだった。特に、 1960年代後半における小

学校児童数の増加は急激で、 1970年には、 52教室

がプレハブという事態となっていたヘ

しかし、 1970年に大下市長の下、市側が公団新

築団地に対する給水拒否を通告するに至り 1ヘ公

団・公社に学校用地費の負担等に対する検討を行

わせることが確認された。これは、事実上の団地

建設抑制につながり、これ以降の団地建設は激減

していく。
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(3) 都市再開発法の制定、革新首長の誕生

1950年代後半からの高度成長の中で、大都市及

びその周辺部での人口は急増し、それに伴う開発

は、町田市が抱えたと同様の問題を全国で引き起

こしていた。こうした中で、 1968年5月、自民党

が「都市政策大綱」を発表、他党もこれに続き同

様の政策を発表する。政府は、 1969年6月14日に

新都市計画法・都市再開発法を施行。町田市の当

該事業地区 (r原町田地区第 1種市街地再開発事
業J)は、 1970年に柏他10カ所のーっとして同法適

用対象地区として選ばれた。

しかし、町田市に見られるように「高度成長の

ひずみが、都市問題として一挙に浮かび、上がって

くる山」状況の中で、多くの自治体で革新首長が

次々に当選した。こうした中で、 1966年3月の町

田市長選に大下氏が立候補する。当初は三選を目

指す現職候補相手に「負けるのは覚悟で闘う 1り

という状況で、結果は同氏の敗北ではあったが、

1，789票差の接戦であった。翌年、美濃部亮吉氏が

東京都知事に当選。 1970年には大下氏が初当選す

る。同年、大下市長の所属する革新市長会は、シ

ピル・ミニマムの達成、科学的計画化などを掲げ

た「都市づくり綱領」を発表している141。

こうした時代状況が、市民の都市環境、そして

当該事業への注目度を高め、岡市の再開発事業の

推進に大きな政治的支持を与えたと考えられる。

2. 3 町田市中心市街地再開発事業の構想

(1) 青山前市長当時の再開発構想

町田の駅前再開発に関しては、 1958年の合併市

制施行以前の町田町時代にも構想程度のものはあ

ったといわれる 151。その後も市議会等で再開発の

必要性が指摘されたことはあったが、その都度地

元の強い反対を受け、実現には至らなかった。

1959年頃から、中心市街地を通る道路計画が策

定され161、1961年に、当該事業で整備が実現した

2・2・4号線を含む、駅前を通過する 4本の道路が都

市計画道路として位置づけられた。

横浜線は当時、単線であったが、 1950年代後半

から、複線化が国鉄で検討され始めていた。これ

を受け、町田市も1965年3月に市議会に「横浜線

複線促進特別委員会」を設置。青山市長は、回顧

録の中で、当時、この機会に両駅統合、市街地再

開発を進め、それにより商庖街の振興をはかる考

えを抱いていたと述べている問。

当時、原町田までの複線化の完成予定は、 1968

年3月とされていた。しかし、実際は大幅に遅れ、

1980年10月の当該事業終了と同時期になった。

1970年の市長選で初当選した大下市長は、既述

の通り、 1966年3月の市長選にも立候補していた。

結果は大下氏の僅差で、の'惜敗に終わったが、この

選挙で大下氏は両駅の統合をはつきりと公約に打

ち出している1醐8邸}

この選挙における両候補の予想外の接戦は、保

守陣営に大きな動揺を与えたものと考えられる。

事実この後、青山市政の下中心市街地の再開発構

想を含む長期総合計画が大慌てで策定され始める。

1967年10月には長期総合計画の基本構想(試案)

が発表されている問。この中では、原町田を含む

中心市街地に関しては、その改造整備、国鉄と小

田急線の両駅舎統合、駐車場整備があげられてい

る。翌、 1968年5月には、長期総合計画の基本構

想「あすをひらく jが発表され、この中の地区別

基本方針では原町田地区に関し、「市行政の中枢機

能Jr中心商業的機能Jの発揮「業務機能」の誘致
のため「市街地の改造、主要幹線道路の確保」を

はかるとされている制。しかし、この文書では、

試案にあった駅舎統合はなぜか消えてしまってい

る。

大下氏と自民党系新人の激戦が予想された市長

選挙を目前に控えた1970年2月に町田市の長期総

合計画が発表された。この中で、町田市の将来像

は、住宅都市・商業都市の 2重の性格付けが維持

された。また、原町田地区は、その全面的な再開

発の構想がパース付きで具体的に示された21)。

この構想では、中心市街地の再開発は全面的に

提案されいるが、両駅の統合については、全くふ

れられておらず、パースの上でも両駅は元の位置

に置かれたままの形で提示されている。

長期総合計画の発表に先立って、 1969年の 8月

から10月にかけて相次いで地元等への説明会等が

開催された。 8月には、駅前商庖会の会合で、市
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が都市開発法の内容を説明、再開発計画の進捗状

況等に関する質疑を行った。また、 9月には町田

市商工会主催で市街地再開発について市内有識者

から意見を聞く会が22)、次いで、 10月に駅前通り

商庖会主催で、市政を聞く会が聞かれた。

これらと前後して、次期市長選挙へと向けた政

治状況が慌ただしくなる。 5月1日に青山市長が、

次期市長選に立候補しないことを表明、自民党町

田支部では、候補者の選定に入るが難航。 12月7

日になり熊沢重治市議会議員に決定した制。

この時期、建設省は1970年度の市街地再開発事

業の地区選定中だ、ったが、町田市は 7月に建設省

に都市再開発法による再開発事業の適用申請を行

い、その後、青山市長、次期市長選候補予定者で

ある熊沢氏らで建設省に働きかけている。翌年、

1月26日付けの『町田タイムス』は、建設省が

1970年度予算に調査費2，100万円を組み入れること

が内定したと報道した2九

この時の計画は、国鉄・小田急の両駅聞を 2期

に分け整備するというもので、第一期工事は小田

急新原田町からさいか屋付近までを対象とし、 2・

2・4号線の整備の他、地上 6階の共同ピルを建設、

現在の居住者を収容、また公共歩廊を設け小田急

から国鉄原町田駅までを結ぶ計画であった泊。

(劫大下市長の再開発計画策定

①大下市長の当選と中心市街地基本計画の策定

大下氏は1970年3月に町田市市長に初当選し、

公約であった両駅の統合・市街地再開発事業の遂

行に動き出す。 5月には建設省に都市再開発法の

適用を要請、国庫補助対象事業としてのその採択

が決定する。前記の通り、同事業は、前市長時代

から計画づくり、建設省への働きかけが行われて

いたが、大下氏によれば、市長交代の際の事務引

継には再開発に関する事柄は全く含まれていなか

った。そのため、前市長の下での計画づくりは一

旦、白紙状態に戻されたものと考えられる。

この後、市は、都市再開発法による国の補助事

業採択を受け、同法に基づく基本計画の作成に取

りかかる。そこで、原町田地区を中心とした町田

市の中心市街地約30haを対象に「原町田地区再開

発基本計画」案の策定をRIA建築総合研究所に

委託。 1971年2月には関係地区の商庖会・自治会

の代表者で構成される「再開発会議」を組織、「中

心市街地基本計画jの策定及ぴ小田急線と横浜線

の両駅の統合を提案した制。両駅統合に関しては、

これが市としての最初の公式な提案であった問。

再開発会議は、最終的に都市計画道路 2・2・4号

線を早期に整備すること、 2.1haの駅前地区は国の

補助金を導入し市施工で行うことの 2点について、

全員一致で了承された。しかし、駅移転は、[まち

なみを小さくしてしまう」等の理由で強い反対意

見が出され、駅移転問題に関して棚上げし中心市

街地基本計画を策定、都市計画決定を行うことに

なった制。

中心市街地基本計画では土地利用、容積、道路、

駐車場整備、公閏緑地整備、再開発事業化の諸計

画を定めている。この中で「原町田地区第 1種市

街地再開発事業Jの施行区域及びその周辺区域に

は700%の高容積を定めた他、これらの区域とほぼ

同様の区域を町田市による再開発が必要な地区と

位置づけている。また、道路計画では、両駅聞を

結ぶベデストリアンデッキが示された。

駅位置は、再開発会議で合意に至らなかったた

め、この時点での中心市街地基本計画では具体的

に示されていないが、 RIA建築総合研究所作成

の案では 4つの案が具体的に提示されている刷。

これら 4案全ては、駅位置の小田急線側への移転

を伴うものであった。また、実現した原町田駅の

移転では、旧国鉄原町田駅の駅舎があった位置に

も改札をおく形をとったが、この時の案では、出

口は小田急寄りの一つだけが示されていた。

②都市計画決定、地元権利者の組織化等

市は、再開発会議で、駅位置を除く問題に関し、

一応の了承が得られたことを受け、都市計画決定

へと向けた手続きに入った。まず高度利用地区の

指定に関し1971年11月17日から縦覧を行った。こ

の時は、 3通59名、関係権利者の52%にも及ぶ反

対意見書が提出され、市職員が意見書の取り下げ

を求めて戸別訪問をしている叩)(1972年3月1日

都市計画決定)。

町田市は引き続き市街地再開発事業の都市計画
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決定手続きに入札 1972年2月1日より縦覧を行

うが、この時も又5通34名の意見書が提出された。

当該事業の都市計画決定は1972年3月13日付けで

告示されるが、この都市計画決定は駅位置が決定

した際に都市計画変更することを前提とした「き

わめて異例の3りものであった。

1972年6月には、市議会が、事業の施行規定

「町田都市計画事業原町田地区市街地再開発事業施

行に関する条例jを制定。更に、 10月には同条例

で定める「再開発審査会」の準備機関としての

「再開発研究会」を組織、事業計画策定へ向けての

具体的な作業と調整へ入った。同研究会では、「再

開発ピル利用形態調査研究会(テナント選定委員

会)J及び「権利変換等調査研究委員会(権利調整

委員会)Jの分科会を設置。テナント選定委員会で

は、 A'C棟のテナントの検討を行った。キーテ

ナントとしては、伊勢丹、西武百貨庖、東急百貨

庖、地元の吉川百貨庖等の名があげられたが、当

時あった東急電鉄田園都市線の町田乗り入れ構想

を重視(同構想は実現せず3幻。)、 1975年6月に東

急百貨庖に決定した田)。一方、 B棟は、 2街区の

権利者組織「原町田地区2街区再開発協議会jを

中心にテナント選定が進められた。当初、家具販

売業、映画館、旅館経営の権利者は、当該地区の

再開発ビルでの経営継続を検討したが、利用効率

等の問題から賃貸とすることを決めた。当該ビル

は両駅をつなぐベデストリアンデッキに面するこ

と等の好立地のため、金融・証券等の出庖希望が

あいつぎ、最終的に丸井、横浜銀行、三菱信託銀

行に決定した制。

再開発研究会の審議内容は、市街地開発事務所

(1971年9月設置)が「再開発だより」を発行、ま

た市職員が戸別訪問を行い、説明した。しかし、

その後地権者の要望により 1974年9月に事業地区

を二つに分け、地元地権者による組織「原町田地

区I・3街区再開発協議会」及び「原町田地区2

街区再開発協議会jが発足している問。

a:斜防委との交渉、都市計画変更・事業認可

一方、駅位置の問題に関して、市は1973年1月

19日に、横浜線対策特別、市街地再開発特別の各

委員会に対して、駅位置に関する六つの市案を発

表、その内最終的に計画決定された小田急線改札

から約290mの距離まで駅を移転しようとする第3

案がベストであると表明、同時に、旧駅位置付近

に駐車場・ショッピングセンターを含むパス・タ

ーミナルを整備する旨を提示した。また、 2月9・

14日には中心商庖街及び住民に同計画案内容の説

明会を聞いた。

これに反対して、 1973年 2月25日、地元商店会

を中心に「国鉄原町田駅周辺地区斜陽化防止対策

実行委員会(以下「斜防委J)Jが結成され、この

斜防委が反対運動の中核組織となっていく。

斜防委は、大島建築設計事務所に依頼し、駅位

置を動かさない形での地元案を策定する。これに

対して、市は費用の一部200万円を支出している。

この案では、都市計画道路2・2・4号線及び2・2・19号

線の整備は当初案通り行うこと、現保線区等の用

地利用等により広場を設定しパスの発着を可能に

すること、ベデストリアンデッキの設置により乗

換の利便性をあげること、裏口広場(相模原側出

口)を設置する等の内容であった。

しかし、駅位置は現位置に留めるというもので、

その基本的理由は以下のようなものであった。

「①町田市の発展は、原町田駅、新原町田駅の

両駅が基盤となっている歴史的事実。②現駅を

移転すると、原町田駅周辺にはデベロッパーは

寄り付かず、さらに現在ある大型庖させ、市の

再開発事業地域へ脱出するかもしれえ、この地

域は完全に過疎化され、周辺地域開発の芽がつ

みとられる。③再開発地区周辺は現在でも過密

化しており、この上、原町田駅が移転すると超

過密になり、防災上からも好ましくない田)oJ

また、斜防委は、市議会に、市当局の第 3案に

よる駅移転に反対し、第 6案(現駅位置での再開

発)を採決すべき旨の請願を 9月4日に提出した。

これを受け市議会では、市街地再開発特別、横浜

線対策特別、建設常任の各委員会による連合審査

会を 7固にわたり開きこれを慎重に審査する O し

かし、委員会では、第 3案及び第6案のいずれと

も最善とは思えないので固執しないこと、都市計
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図4 国鉄原町田駅の移転6案 (1973年町田市提示)

画道路2・2・4号線は計画通り整備すること、関係住

民と十分話しあうこと等を確認したにとどまり、

12月15日の本会議でこの請願を継続審査とするこ

とを決定した問。ただし、翌1974年3月には市議

会議員選挙が予定されており、この請願がかかっ

た議会が任期中最後の議会となるので、この継続

審査は事実上の不採択を意味し、それ以降議会で

再びこの請願が審査されることはなかった。また

市議選と同時に行われた市長選で、大下市長は、

再び駅統合の公約を掲げ、市長選に立候補し、大

差で再選を果たしている。

請願が継続審議になって以降、斜防委と市の関

係は事実上決裂状態に陥いったが、市は1973年12

月に「まちづくり市民企画室」を開設、市企画課

職員 2名を配置、市が直接関与せずに地元による

再開発計画をそこでつくらせようと試みたが、結

果として、「まちづくり市民企画室」のもとで計画

はできあがらなかった。しかし、ここでは斜防委

のメンバーを中心に各種の調査研究が行われ、そ

れがその後着手されるタ}ミナルプラザを含めた

斜陽化防止対策につながっていったものと考えら

れる。

1974年12月、市は、駅舎は第3案通り移転させ

るが、出口を二つとして、現駅位置側にも通路を

延ばし、改札機能を残すこと(以後「両日大駅構

想J)、商業施設・パスーターミナル・ 500台収容の

駐車場を含むターミナルプラザを建設することを

提案した。これ以降、斜防委は、市側のこの提示

に対して前向きに動き始め、 1975年10月には市案

をのむ形で合意がまとまった。

この後、市は都市計画変更の手続きに入札都

市計画変更の縦覧を行うが、多数の反対意見書

(反対意見10件、 769名;賛成13件、 1，208名)が出

されるという事態に見舞われ、 12月24日の東京都

都市計画審議会では、継続審議扱いにされた。し

かし、 1976年2月23日の東京都都市計画審議会で

は、住民と十分話し合うこと、斜揚化防止対策を

講ずることの付帯意見が付されたものの、 34対2

の圧倒的支持で原案が可決され、 1976年3月15日

に都市計画変更の告示がなされた3励。この決定で、

周辺住民と商庖街にまつわる紛争は事実上の決着

を見たのである。

この都市計画変更の主な点は、駅位置が決定し

たことに伴い、小田急線改札口等へ連絡するベデ

ストリアンデッキの設置及びB2棟の駅舎の変更

にかかわるものであった。

この後、事業地区内の権利調整を行い、 1977年
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11月から事業計画を 2週間の縦覧に付した。この

時は、 154名の縦覧があり、 8通の意見書が提出さ

れた。同事業計画は、同年12月23日認可され、 12

月28日決定公告された。

2. 4 原町田地区第1種市街地再開発事業等の

概要

原町田地区第 1種市街地再開発事業は、国鉄町

田駅と小田急線町田駅との聞の2.1haを対象にして

行われた、市施行の事業である。この事業では、

都市計画道路2・2・4号線と都市計画道路2・2・19号線

を整備した他、東急百貨庖等が入居した再開発ビ

ル4棟等を整備した。

また、原町田地区第1種市街地再開発事業後に、

国鉄原町田駅周辺の斜陽化防止対策事業の一環と

して行われたターミナルプラザの整備、及びタウ

ンセンターとして中心市街地整備の中で重要な意

味をもった原町田三丁目地区市街地再開発事業の

概要について述べる。

(1 ) 事業目的

大下市長は1966年及び1970年の市長選で両駅の

統合を明白に公約している制。しかも、駅前再開

発という注目度の高い公共事業の遂行は、再選へ

と向けて最優先の政治課題であったことは間違い

ないと考えられる。こうした、市長の政治的な目

的以外に、事業の直接的な目的は以下のように整

理できるであろう。

まず、 1972年3月13日に都市計画決定された時

点での理由は「公共施設の整備とあわせて土地の

合理的利用と都市機能の更新をはかるため……叫」

とされている。ここで「公共施設の整備」が意味

するものの内最も主要なものは、横浜線とほぼ並

行して整備される都市計画道路2・2・4原町田根岸線

であり、「土地の合理的利用と都市機能の更新jが

意味するところは、三つの再開発ビルの建設であ

った。こうした整備により実現しようとしていた

ものは、(1)通勤客、特に乗り換え客の利便性の向

上、 (2)魅力的な商業集積の形成と他の都市機能再

配置及び新たな都市機能の導入によるタウンセン

タ}の構築であったと考えられる。

当時、国鉄原町田駅の出入口から小田急線の新

原町田駅の出入り口まで、約650m離れており、その

間の4m未満の曲がりくねった駅前道路に乗換の

通勤客は集中し、人口の増加の中で、乗換に困難

を来していた。この解消は第1の目的とされた。

また、駅から離れて開発された団地からの通勤

者の多くは駅までの交通手段をパスに依存してお

り、両町田駅には多くのパス路線が集中していた

にもかかわらず、狭陸な道路のためパスタ}ミナ

ルの整備は極めて不十分で、その整備も差し迫っ

た課題であった。

また、魅力ある商業集積の実現と新たなタウン

センターの構築も課題であった。狭陸な道路と、

そこにある多くの零細商庖街は、消費者にとって

もはや魅力的なものではなくなっていた。当時、

陸路とされていた点は、最寄り品中心の商庖構成

と駐車場の不足であった叫。しかし、人口の急増、

通行客の増加に伴い当面の売り上げが増加してい

る中では、地元商庖にとって必ずしも危機感とい

えるレベルの危機意識は存在していなかった。

駐車場の不足に関しては、関連事業として行わ

れたターミナルプラザの建設によって対策が講じ

られるが、これには小田急倶ijの商業核に対抗でき

る魅力的な商業核の形成という明確な目的があっ

たと考えられる。このターミナルプラザの建設に

引き続き、ホテル・市立図書館の整備といったタ

ウンセンターづくりが国鉄倶IJの出口周辺で都市再

開発事業として行われていく。

{均原町田地区第1種市街地再開発事業における

設計の概要

道路整備については、小田急線高架下まで開通

済みの都市計画道路2，2・4号線がさいか屋前まで整

備された。これに伴い小田急高架下にパスアイラ

ンドの整備が行われた。また、東急百貨庖が入っ

た、 1・3街区に挟まれた場所に、都市計画道路2・2・

19号線を整備した(ただし、当該事業では、 2・2・4

号線と駅前通りまでの85mの整備のみ)。

また、乗換の利便性を高めるために、橋上駅で

ある国鉄町田駅の改札、再開発ピル(B-l棟)、

2階部分にある小田急線の改札をつなぐベデスト
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リアンデッキが整備された。また、駅前広場が無

いことを補う意味で、都市計画道路2・2・4号線と都

市計画道路2・2・19号線の交点上に、広場風にデッ

キが整備された。

再開発ピルは、東急百貨庖が入居したA棟(地

上 8階、地下 3階)及びC棟(地上8階、地下 2

階)、丸井等が入居したB-1棟(地上6階、地下

2階)、相模原方面へ抜ける自由通路を含む町田駅

駅舎であるB慣 2棟(地上2階)の4棟(総床面積

約7万ぱ)が整備された。

(3) 東急百貰庖及び丸井の出庖に関する商業活動

調整協議会

当該事業は、東急・丸井の大規模小売屈の出庖

が含まれる事業であったため大庖法に基づく商業

活動調整協議会における審査が行われた。同協議

会では1979年から80年にかけて審査が行われたが、

東急百貨庖に関しては、庖舗面積28，218凶の届出

に対して24，500rri(削減率13.2%)、丸井は9，332rri

の届出に対して7，500rri(削減率19.6%)で結審し

ている。当該事業に関する地元商庖等の当初の強

い反対からすれば、比較的スムーズな審査であっ

たのは、この時点で、既に斜防委などとの合意が

できており、紛争の舞台が同協議会にならなかっ

たためと考えられる。

(4) 国鉄原町田駅移転及び関連事業の概要

①国鉄原町田駅は、斜防委との合意事項である両

日大駅構想のもとに移転が行われた。駅の移転の

主要な特徴は以下の通りである。

-小田急線側に約300mホームを移転させた。

-改札口は、当該事業で整備された小田急側の駅

舎及び斜陽化防止対策事業で整備されたターミ

ナルプラザの中の 2カ所に設けた。このためホ

ームからターミナルプラザまで、約100mの通路を

設置した。

-国鉄町田駅(駅移転に伴い駅名変更)の小田急

線側の改札口から小田急の改札口までは、ベデ

ストリアンデッキでつなぎ、約3分で連絡する。

②町田ターミナルプラザの整備は、斜防委との合

意に含まれていた事業で、旧国鉄原町田駅跡地で

行われた。施設の概要は以下の通りである。

-地上8階・地下 2階の商業棟(床面積:約 2万

rri)及びパスターミナル棟(床面積:約1.9万rri)

(1981年3月都市計画決定)。

・商業棟には、「若者に魅力あるテナントとして岨lJ

東急ハンズ及び各種専門庖が入居。

・パスターミナル棟は、下部2層をパスターミナ

ルとし、その上を駐車場とした。

③原町田三丁目地区第 1種市街地再開発事業は、

パスターミナルと都市計画道路2.2・4号線のつなが

る都市計画道路3・4.39号線を挟んで向かい側の地

区(約O.7ha)で行われた(1986年3月都市計画決

定)。この地区は従前は、旧国鉄原町田駅の駅前商

庖街の南端に位置し、商住混在の地区であった。

整備の概要は以下の通りである。

-都市計画道路3・4・39号線

・ペデストリアンデッキ

-再開発ビル(地上13階、地下2階、延床面積は

約2.3万ぱ、主要用途:ホテル・結婚式場の他、

市立中央図書館を含む)の建設などを行った。

3.再開発組織及び関連機関

(1 ) 再開発組織

①「町田市再開発会議」

(1971年 2 月 9 日 ~1972年 2 月 8 日)

主要構 主要構成メンバー:地元自治会(4) ・商庖
成員 会 (13)の代表39名

議長:森山三郎(都南デパート)、副議長:
前田敏一(原町田四丁目町内会)、斉藤繁
(若葉会)

設置の 「中心市街地基本計画」の策定に関しての地
経緯 元の合意を形成することを目的に市主導で

組織された。

成果 駅位置の問題を除く中心市街地基本計画の
策定及ぴ市街地再開発事業の都市計画決定
を行うことに全委員が合意。しかし、駅移
転などに関する合意を得られず、ある意味
で失敗と評価せざるをえない。

同会議は、市当局が原町田地区市街地再開発事

業の都市計画決定に先立ち、原町田地区再開発基

本計画を策定するにあたり、地元からの意見聴取
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及び調整のために呼びかけ、組織した。会議は延

べ22回にわたり開催され、最終的には、都市計画

道路2・2・4号線の整備、小田急線からさいか屋付近

までの市街地再開発を市施行で行うことに全員一

致で同意したが、駅位置に関しては合意を得られ

なかった。

ほとんど全ての団体が、都市計画道路2・2・4号線

の整備には賛成していたが、駅移転に関しては、

概ね小田急線よりの商屈会は賛成、国鉄原町田寄

りの商庖会は反対であった。また、都南デパート、

仲見世商庖会、小田急南通り商庖会は都市計画道

路2・2'19号線の影響を直接受ける地区であるため

か反対であった。町内会は、あまり明確な態度を

示していないが、基本的には「十分な補償がなさ

れれば基本案に賛成であり、立退きを承認する岨」

といったものであった判。

市当局は、この会議の承認を受けることにより、

駅位置の問題を棚上げにしたままではあるが、中

心市街地再開発基本計画の策定、原町田地区市街

地再開発事業の都市計画決定のための手続きに入

ることができたが、地元の理解・合意形成にまで

は至らなかった、そのため「市の呼び、かけで、作っ

た再開発会議のメンバーが、『斜防jという一種の

反対運動の主力メンバーになった咽」という意図

せざる事態を招いていくことになった。

②「再開発研究会(再開発審査会)J

(1972年10月12日-1973年3月22日、 1973年3月23

日以降は「再開発審査会」に移行)

主要構 学識経験者、権利者(計13名)、
成員 会長:富塚茂次

設置の 条例で定められた再開発審査会の予備的な
経緯 研究(事業計画の検討、キーテナントの選

定)を行うことを目的に、市により組織。

成呆 参加者は限定され、合意形成機関としての
機能は限定的。

同研究会は、 1972年6月の「町田都市計画事業

原町田地区市街地再開発事業施行に関する条例」

の制定を受け、再開発法及び同条例中で定められ

ている「再開発審査会」に将来移行することを前

提に、その予備的研究会として市が組織した。

同研究会では、再開発ピル計画等の詳細事業計

画、テナント選定、権利変換計画等多岐にわたる

研究を行った。そのため、本研究会の他に、テナ

ント選定委員会、権利変換等調査研究委員会の分

科会が設置された。

この研究会での情報は、市街地再開発事務所が

発行する再開発だより等により地元権利者に広報

されたが、地権者から不満の声が高まる等、次第

にこれらが十分で、ないことが明らかになった。

③再開発協議会 (r原町田地区 1・3街区再開発推

進協議会J、「原町田地区 2街区再開発協議会J)

(1974年7月22日-1979年)、 (1974年9月26日~

1978年11月)

主要構 地元権利者。「原町田地区1・3街区再開発
成員 推進協議会JはA'C棟(現東急百貨庖)

地区の権利者、「原町田地区2街区再開発協
議会」はB棟(現丸井等)のある再開発ビ
ルの権利者により構成。

設置の 再開発研究会では合意形成が難しいことを
経緯 受け、権利者の意向をより直接的な吸収、

調整をはかることを目的とし設置された。

成果 事業終了まで地権者の合意形成機関として
かなりの役割を果たし、それなりに機能し
たと評価できるo

市の考えでは、地元の要求は「再開発研究会」

を通じて汲み上げる予定であったが、「再開発研究

会」は、小人数で構成され、その内容が地元権利

者に伝わらなかった酬。そこで、地元地権者によ

り構成される両協議会が結成され、再開発ビル、

代替地、権利変換等の調査、検討が行われた。

住宅・商庖の混在していた地区の「原町田地区

1・3街区再開発推進協議会」では、住宅部会・

商業部会の 2部会がおかれ住宅・商業の代替地等

の検討が行われた。

「原町田地区 2街区再開発協議会」は、当初、

反対の権利者が多かったといわれる。また、駅の

出口にあたる場所であるだけに、斜防委との交渉

がまとまり、駅位置の決定がされた後でなければ

詳細の計画策定は不可能であった。しかし、最終

的には、再開発ピルのテナント構成の選定を行う

等権利者の合意形成機関として機能した。
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④「国鉄原町田駅周辺地区斜陽化防止対策実行委

員会(斜防委)J

(1973年2月 25 日 ~1980年10月 13 日)

主要構 駅周辺の商庖会及び町内会13団体の代表、
成員 会長:小川量司

設置の 駅位置の変更は、商庖街の衰退を招くとの
経緯 立場から、駅舎を既存位置のままにとどめ

ての再開発を主張して組織化された。

成果 市当局と二百数十回の協議ののち、ターミ
ナルプラザの建設等の条件を市側から引き
出す形で、駅位置の変更を含む市の再開発
計画に合意するに至った。

この委員会は、市当局が 6つの駅位置を示し、

駅移転の意向をはっきりと打ち出した直後の1973

年2月に中心商庖街の13商庖会・町内会により結

成された。その委員は、各団体がそれぞれ数名ず

つを選ぶ形で結成された。結成の動機としては、

これに先立つて市主導で設けられた「再開発会議」

への不満があったようである。当初は、市の両駅

統合案に強硬に反対していたが、「まちづくり市民

企画室」における斜陽化防止対策の検討、これを

受けた市のターミナルプラザ、両日大駅構想等の

提案を引き出すことにより、 1980年10月に市案を

受け入れる形で13団体中12団体が市と合意した

(仲見世商庖会のみが合意せず)。

(2) 市長・議会関係等

①市長

記述の通り、大下市長は、 1966年に最初の選挙

に立候補するが、僅差で落選した。 1970年3月の

選挙で再び立候補して当選し、以後1990年に引退

するまで 4期にわたり市長を務めた。当選前は、

社会党中央本部書記で、町田市市制施行以前から

町田市(旧鶴川村)在住であったが、町田市にお

いて党活動を活発に行っていたわけではなく、社

会党組織以外の支持基盤も特に無かった判。 1970

年以降の選挙では、共産党の支持も得るが、決し

て強固な支持母体が出来たわけではなかった。

同市長は、 1966、70、74年の 3回の選挙で公約

として国鉄原町田駅と小田急新原町田駅の統合を

明確に打ち出している。これに対して、対立候補

のいずれも都市再開発の必要性を一般論としては

打ち出すが、駅統合に関しては具体的にふれてい

ない。明白に団地住民を支持基盤にした大下氏と

地元商庖街等にも支持者の多い保守系候補の違い

がここに現れているとみることができるO

大下市長は、初当選直後の市議会における所信

表明で「市民本位の市政(話しあいの政治)J、「基

盤整備」、「科学的都市計画の確立」の三つを打ち

出しているぺ「市民本位の市政(話しあいの政治)J

は、他に選挙民とつながる具体的なルートを持た

ない革新市長としては必要不可欠な戦略で、市民

参加を求めていく中で自らの支持基盤の拡大につ

なげていこうとしたものである。また、人口急増

の中で道路、教育等の各種の「基盤整備」は、市

民が最も切実に求めていたものであった。

当該事業に対する市長の態度は、「この駅統合の

再開発には、まさに政治生命をかけており、絶対

に変更はありえない。」、また「ひときわ抜きんで

た商業中核をつくりあげ、商勢圏を飛躍的に拡大

して、都市間競争に一歩も、二歩も、先んずるこ

とが大切叫jと、中心市街地再開発政策を強固に

主張するものであった。駅統合は市長の公約で、

最重要政策課題であり、また再開発による新規商

業中核形成の必要性を強く認識していた。

また、斜防委との二百数十回といわれる会合の

ほとんどに、市長自ら出席し、「市民本位の市政

(話しあいの政治)Jに取り組んだ。しかし、再開

発事業の実施、駅統合に関する市の基本方針につ

いて、妥協の形跡はほとんど伺えない。一方、「市

民本位の市政」の立場から、反対運動の中心であ

った斜防委による、自らの地元案づくりに対して

間接的に補助金を支出し、かつ「まちづくり市民

企画室」を設置し地元住民自らの計画づくりを支

援するなど、アメリカの都市計画扶助活動

(Advocate planning50l) を模したともいえる形の住

民参加の計画策定を行った。これらが事業の実施

に極めて有効に作用したと評価できる。

②市当局

大下市長は1970年3月の初当選直後の同年6月

に、助役(河原E、前税務部長) ・収入役(友井

政男、前企画部長)を内部登用で選任。また、 7 



浜・福岡:町田市中心市街地再開発事業の実施過程 45 

月1日には、建設部長(押田政八氏、後に助役)

を除く全ての部長を対象にする異例の大異動を行

った。また、この時、秘書課長として寺田和雄氏

を市長職権で庁外から採用している。寺田氏は、

当時東京都職員、社会党町田総支部の書記長で、

また大下氏の選挙対策委員長であった。寺田氏は

その後、助役などを経て1990年の市長選で、大下

氏の支持を受け、当選している。落下傘型の市長

が、庁内を掌握するために、人事権を最大限に使

ったことが伺える。

市企画部企画課は、「団地白書Jの作成、「まち

づくり市民企画室」の設置など、当該事業の実施

に有効な方策を編み出している。

団地白書は、市企画課が中心となって取りまと

めた市政白書で、大下氏当選の8ヶ月後の11月に

発行された。内容は、都市施設の不足、中心市街

地の混雑、市財政の問題点等多岐にわたっており、

その内容も実証的な裏付けを盛り込み極めて説得

力のあるものになっている。その概要は、市広報

にも掲載され、広く市民に紹介された。

また、斜防委との合意の鍵になった、「まちづく

り市民企画室」の設置は企画謀の発案で行われた。

この時の対応は素早く、斜防委幹部との懇談で話

がでた後、僅か2週間で設置が決定した町、

この時の企画課の中心人物は、渋谷健三氏

(1973年課長就任、「団地白書」発行当時は企画課

第一係長)である。同氏は、「市長の懐万回IJとも

いわれていたが、 1975年に岡市衛生環境部火葬場

担当主幹に異動、 1977年に退職。 1978年の市長選

に立候補したが落選した。なお、同氏の実兄は自

由民主党の渋谷守生東京都議会議員である。

市街地再開発事務所は、 1971年9月に設置(現

地事務所の開設は、 1972年5月)された。その目

的は、市街地再開発事業に関しその事業計画の立

案等を行う、また、現地で市民が気軽に相談に来

られるようにした。その体制は、所長(市開発部

長が横滑りで就任)以下13名(開設当時)であっ

た。なお、当時の同事務所における主幹牧田秀也

氏は後に助役となっている。

③市議会

市議会では、市街地再開発特別委員会を1971年

6月に設け、当該事業に関する審議を行った。ま

た、 1973年に、駅統合に関しての反対及び賛成の

請願が出された際には、建設常任、横浜線対策特

別、市街地再開発特別の 3委員会連合での審査を

行った。しかし、意見の一致を見ず、市当局は関

係住民とよく話し合うこと等を勧告したのみで、

継続審査に付した。この時点で、市議会において

は、当該再開発事業の可否及び駅位置の変更に関

しては、間接的な形ながらも実質的な決着が付け

られたと考えられる。

当時は、市議会での社会党の議席が急増した時

代である。 1962年選挙では 1議席のみだ、ったが、

1966年4議席、大下市長が初当選した1970年には

9議席と大幅に議席数をのばした。

しかし、 1970年当時、大下市政で与党の立場で

あった共産党の 3議席を加えても、議員総数40の

内、 12議席を占めるのみで、あった。

当該事業に対する保守系議員の対応は、基本的

には両駅統合に反対、商庖街振興を行うべき、と

いうものであったが、中心市街地に関してなんら

かの再開発が必要であることには異論はなく、

1973年の連合審査会での請願審査の際にも、保守

系議員から、強い反対の声は出ることはなかった。

原町田3丁目に事務所を置き、駅前商庖街を地盤

とする吉岡行雄議員(連合審査会当時は、横浜線

対策特別委員長)は、「六案(駅位置の移動なし)

についても補うものは補って最大限努力し、そし

て六案ではだめだという説明がなされればいいが

…」というものであった。

大下市長の与党として社会党議員の当事業に対

する支持は明確であった。 1970年当時、 9人の議

員中 4人は団地在住で、団地住民代表という色彩

が強かったことも通勤者・消費者の立場から駅統

合に関して賛成へと向かわせた理由のーっと考え

られる。しかし、市街地再開発事業自体に関して

は、特別な既得権益を持っていたわけではない。

共産党議員は、大下市長を社共共闘で当選させ

た与党でありながら、当該事業に関しては、大資

本への優遇策であるとし、地元の零細商底の保護

を強力に主張し、両駅統合並びに再開発に対して

反対した。連合審査会でも、保守系議員よりも極
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めて活発に発言、大型庖進出による中小商店の淘

汰は明白であり、地元中心での再開発を進めるべ

きであるとし、駅前通りにアーケードを設置する

ことなどを提案した悶)。また、 1976年2月に駅位

置の変更に伴う都市計画変更の際にも委員であっ

た2名の共産党都議会議員が都市計画審議会で最

後まで執効に反対した刷。しかし、ある意味で共

産党議員の主張は単に党派的な利害というよりも、

むしろ当時の大庖法問の枠内で中小商庖の利益も

保護しようというもので、その限りではこの再開

発事業には一貫して後ろ向きの対応であった。

雇 1名等の処分者を出した(1969年12月に処分を

変更、全員の復職を認めている)01967年には第二

組合が結成され、組合員は170名前後まで減少する。

こうした当局の動きは、当時、執行委員長はじめ、

執行部の主流は社会党系で占められており、 1966

年2月の選挙による大下氏の善戦と無関係で、は無

いとも考えられる。

大下氏当選後、組合員数は急速に回復、 1974年

9月には第二組合も吸収し、組合員数は967名に達

している。 1966年に一旦免職になった浅沼氏は、

大下氏の市長就任後に市長直轄の市民相談室主査

になり、その後秘書課長に抜擢されている。④市職員組合

町田市職員組合は1958年6月の町田市の市制移

行直後に251名の組合員をもって結成され、 1965年

当時は約600名の組合員数であったが、このころか

ら市当局の攻撃が激化、 1966年12月にはストライ

キに関して、浅沼尚委員長を含む 5名の免職、解

一方で、組合執行部では次第に当該市街地再開

発事業に反対する共産党が主導権を握っていく。

そのため、当該市街地再開発事業に対して組合は、

直接の大きな政治資源とならず、中立的な立場に

とどまることになる。

表1 各関係者の当該再開発事業に対する態度及び市長の資源

関係者 当初の態度 最終的態度 市長の資源
地元商庖街 駅位置の変更に対する反対、大資 駅位置の変更、大型信を含む再開 庖ター館ミ副ナ主ル化策プラザ等の整備による商

本抜きの再開発を主張 発を了承
斜陽化に対する漠然とした不安(具
体的な斜陽の兆しは少なかった)
市民企画室等によるまちづくり計画
への参加を通じての合意形成

市商工会 自鮪号に再開発に賛成 市案に追随する形で賛成 前市裏時代からの再開発に関する構
駅位置に関しては中立的 想・計画周知

斜楊化に対する不安
市議会各路尻
ーー・1耕系議頁 手単語請長正対す滋面両な反証ー .骨i亙両~ ~I員寝泊漬誌にt話語蚕モーー詰融l己主ラ可嗣動嵩;1.':選挙民話ー

過半数を占めるにも関わらず、反 増加(団地住民)、相対的に少数に
対請願を継続審議、実質的不採択 なりつつある商庖街
!こ) 物理的に明白になりつつある都市環

-ーー社蚕議語ー 資iïiC<t:と定じ~-~j~I語極函if.i:~毛ー 賛成
ー子境台長の悪a5豆化長(再ーー開-発の必要性)

ーー真盈議議電ー 天ので資孟は梧なUか面っ再た商)銅と詞工モ反対ー 蔀長信雇番手~-r主l主苛Ct:ミ示;福元モ ー社謀長繭l三討する千台蚕a5与覚"ーーーーーー
反対活動は強力には展開せず、結
果として中立的な態度

市当局 中立的(前市長の構想レベルでの 企薗義市街地整備事務所を中心 人事異動を通じての掌握
推進) に推進

市職員労組 中立的(大下市長当選時は、組織 中立的(本来、社会党市長に対し 社会党系役員を通じての掌握
的に弱体) て協力的なはずだが、執行部は次

第に共産党優勢に、しかし反対ま
では至らすう

地権者 弱い形での反対(中心メンバー 賛成 現語事務所等による説得
は、賛成含み) 地元協議会の設立等による合意形成

国鉄 中立的(複線化さえできれば〕 駅位置等の調整に協力 帽の支持基盤であった国労等を通|
じての圧力が考えられる

柵者(通勤蹴{広範な雌運動がお均賛成ーでの離を通じ ー「醐計鵬委員l
客〉 けではなく、限りなく中立的) ての支持) 会」等を通じた問題の訴え、広範な

」一一 支持の取り付け
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⑤国鉄

当時、国鉄は横浜線の複線化工事を進めており、

それに伴い駅舎の改築を必要としていたが、駅の

統合には当初消極的であった56)。また、当該事業

そのものには、ほぽ無関係で、中立的な立場であ

ったが、両日大駅案等の事業遂行に協力的であっ

た。大下市長の支持母体には、国労支部も含まれ

ており(付近に大規模な国鉄の車両基地あり)、社

会党市長として、当時折衝ルートのあった国労を

通じて協力を求め、それがこの大きな両駅統合と

いう成果を生んだものと推測される。

4.評価

(1 ) 大下市長のリーダーシップ

当時の町田市は、人口の急増の中で中心市街地

整備の必要性が高まっていた。しかし、地元商庖

街をはじめとした、関係者の将来展望は一様では

なかった。商工会は、一般的には、駅前再開発の

必要性を認識していたが、商庖街レベルでは、斜

陽化の認識もせっぱ詰まったものではなかった。

一方、市長の主張は、当該事業が町田市の都市

成長に不可欠なものであり、その利益を地元商業

者は元より消費者、市民といった関係者全てが受

けることができるというもので、こうした主張は、

当時の社会状況の中で説得力を持ち、社会党市長

と通常、敵対的な関係である保守系議員及びその

地盤たる駅前商庖街等の連携を成立させ、また市

長の強力なリーダーシップの下庁内を掌握、再開

発政策に向けた広範な連合 (growthcoalition吋

を形成・維持・拡大させることにより事業は成功

を収めることが可能となったとみることができるO

表1は、それら関係者の事業当初及び最終的な

事業に対する態度、市長が説得に使用した政治資

源の一覧表である。

(2) 国鉄原町田駅移転の評価

町田駅における乗車人員は、 1975年から1994年

までに、 JRで約4倍、小田急で約 2倍に激増し

ている。駅の小田急線側への近接化・ペデストリ

アンデッキの設置により両駅のアクセスを飛躍的

に改善する以外にこうした激増に対応することは

難しかったと考えられる。

斜防委との調整の中で生み出されてきた、両日

大駅構想は、旧原町田駅駅舎位置における出口を

確保し、さらに、ターミナルプラザ等の建設と併

せ、小田急仮uの核に対抗する旧国鉄原町田駅側の

核の形成に貢献したと考えられる。

また、駅の統合問題及びそれに伴う斜陽化問題

等が極めて明示的に存在していたことが、地元商

庖街全体が極めて活動的に当該事業に関与するこ

とになり、斜陽化対策事業等の実現を通じて、単

一の再開発事業を超えた、駅前地区全体のタウン

センタ一機能の強化・拡大につなげることが可能

になったといえるだろう。

{勾 商業再開発としての評価

町田市は、その小売業において大型宿が占める

割合が極めて高い街である。 1991年現在で、小売

業総面積の内、第1・2種の大型底が占める割合

は75.7%で、これは周辺の相模原、八王子と比べ

際だ、って高くなっている開)。

小田急百貨庖・大丸等の既存大型百貨庖に加え、

当該事業では東急百貨庖、丸井といった百貨庖を

誘致しているが、 JR・小田急線両町田駅に挟ま

れた町田駅南口の商業集積における百貨庖の小売

業全体に占める割合は、売場面積で見た場合、東

急百貨庖が開屈する直前の1979年以降逆に減少傾

向にある(開届直後の1982年の数値は不明だが、

この時点では一時的に増加した可能性もある)。年

間販売額でも微増にとどまっており、百貨庖の比

重が継続して高まっているわけで、はない。

また、国鉄原町田駅の移転に伴い、旧駅舎前付

近では通行客の減少が、懸念された。町田市中心

商庖街来街者動向調査を見た場合、旧国鉄原町田

駅駅前に最も近い小満屋酒庖前では移転前の1979

年には23，551人の通行量があったものが、完成後

の1982年には7，690人まで落ち込み、その後、 1983

年にターミナルプラザが開屈すると24，555人まで

回復している問。

原町田地区の内、 i日国鉄原町田駅に近い原町田

1-4丁目と小田急線町田駅に近い原町田 5-6
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は、駅移転のところで述べたようなその後のJ
R・小田急両駅の乗降客の激増を考えれば、両駅

間及び中心市街地へのアクセスの改善のため必要

不可欠な整備で、あった。

公共図書館、ホテル等の整備は、街の顔とも言

える機能をそこに付加し、当該地区のタウンセン

ターとしての機能を高め、小田急倶ijの核に対抗す

る]R側の核の形成に貢献したと考えられる。
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事業前の当該地区は、急速な人口増加の中で、

駅統合・中心市街地再開発の必要性は、明白にな

ってきていたが、保守系の市長らには地元の強硬

な反対を押し切ってまで、中心市街地の再開発を

強力に進めることはできなかった。

当該事業では、駅前の零細商庖と住宅の混在す

る地区に大型商業施設を誘致し、商業中核として

消費者に対する魅力を高める、併せて駅位置を小

田急線側に大きぐ移動、またペデストリアンデッ

キの設置などにより乗換客の利便性を向上させる

ことに成功した。これらに加え、隣接する地区の

関連事業で行った、ターミナルプラザ等の建設に

より、パスターミナル・駐車場を整備、モータリ

ゼーションに対応した。また、同様の関連事業に

よりホテル・市立図書館等を整備、当該地区にお

ける町田市のタウンセンターとしての機能を強化

した。これらにより、街の魅力を向上させるとい

うビジョンを地元関係者に示し、その実現への道

筋を示し、現在の大庖法の論議闘を先取りしたも

のにし得たことが、当該事業成功の一つの大きな

理由となったと見ることができる。

また、当該事業を強力に推進した大下氏は、革

新市長として、市議会における少数野党、保守陣

営が地盤とする駅前商庖街の強硬な反対等の困難

に直面した。大下市長は、この再開発により全て

の関係者が利益を受けられると主張し、説得を行

う。地権者に対しては、複数の協議会を設定、円

滑な調整を図った。また、市議会では、反対する

地元を地盤にする保守系の議員から中立的態度を

引き出すことに成功した。市当局内部に対しては、

5.結

資料:事業所統計

町田市原町田地区における従業者数の変化率

(1978-1991年)

図5

町目に分け、その従業者数の変化を見た場合、全

産業では原町田 5~6 丁目が若干高い伸び率を示

している O 産業別に見た場合、却売・小売・飲食

庖では、原町田 5~6 丁目の伸び率が 1~4 丁目

に比べ極めて高い。しかし、金融業、不動産業、

サービス業では、原町田 1~4 丁目が 5~6 丁目

に比べ極めて高い仲ぴを示している。

これらから、旧原町田駅前周辺の地域が当該事

業後も発展しており、また、より都市的な諸機能

が張り付いてきていると言えよう。

(4) 公共空間の配置に関する評価

町田駅前の中心市街地は、当該事業によって駐

車場、パスターミナル、ベデストリアンデッキ、

公共図書館、ホテル・結婚式場などの整備を行い

街の魅力を大いに高めたと言えよう。

駐車場に関しては、 1970年当時約14，000台であ

った町田市の乗用車登録台数は、 1992年には10万

台を超えている刷。また、中心商庖街に来る者の

内46.5%が自家用車できている61)。こうしたモータ

リゼーションの進行の中で、ターミナルプラザに

おける駐車場整備は、街の中心に隣接する場所だ

けに有効であったと考えられる。

パスターミナル、ベデストリアンデッキの整備
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人事異動等による引き締めで、事業実施へ向けて

の市内部における環境を整備した。反対する地元

商庖街に対しては、まちづくり市民企画室等のパ

イプを形成し、その意見の吸収・調整をはかり信

頼関係を勝ち得、また前記のようなターミナル・

プラザ等の整備を行うことにより合意形成に成功

した。こうしたことにより、大下市長は、都市の

開発・成長へ向けた保守から革新にまで至る幅広

い連合 (growthcoalition)の形成に成功し、この

ことが事業を完成へと導くことが可能にした決定

的な要因であったと考えられる。
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が形成される、というものである。さらに、

Mollenkoph (1983)は“progrowthcoalition"として

地域レベルでの連合のみではなく、国家(連邦)レ

ベルでのそうした連合のあり方に注目している。ま

た、 Foslerand Berger (1982)はそうした連合のー

形態であるpublic-privatepartnershipについてアメ

リカ大都市における様今な具体事例の謂査を行って

いる。さらに、秋本福雄 (1997)では、 growthcoali-

tionのアメリカでのあり方を、紹介している。

58)杉浦暢二 (1993)、p.15

59)杉浦暢二(1993)、p.18-19

60)町田市 (1971，1996)

61)町田市商工会議所 (1995)

62)最近話題になっている、大規模小売庖法による規制

廃止は、「大型庖問題に取り組む時の発想、を、従来

の『中小宿の保護』から『街づくりとの調和』に転

換するよう促し」、また現行の大厄法は「都市計画

や中心市街地の再活性化などの観点を想定してな

い」との指摘がある。信濃毎日新聞 (1997)
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A Study of the Irnplernentation Process of an Urban Redeveloprnent Project in 
the City of Machida: A Case Study of a First-cl.加sUrban Redeveloprnent 

Project in the Hararnachida District 
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In this paper， the authors describe the conception， planning and implementation of the urban 

redevelopment project， and speciちTthe conditioI1.s that shaped these proce田es.The description 

involves case studies of this project and related ones in the central business district of Machida 

City. Machida， a thriving commercial district， is one of Tokyo's suburban cities(became a city in 

1958)， and has a population of about 360 thousand. 
This redevelopment project involved the moving of Haramachida Station (JR Yokohama Line) 

closer to Machida Station (Odakyu Line).官letwo stations were 650 meters apart， creating great 

inconvenience for people wishing to transfer from one line to the other. Shops around 

Haramachida Station strongIy opposed the plan.官USopposition developed into a major ba枇le

between IOCal stores， politicians and big businesses wanting to establish department stores and 

other large commercial facilities. 

百leauthors place particular emph部 ison clarifying the characteristics of the spatial訂 r加 ge-

ment of commercial and public spaces， by analyzing the meaning of spatial rearrangement of rights 

and interests created through the development projects. The authors also analyze and evaluate the 

positions and roles of titleholders and other interested parties by focusing on their relationship 

with出ecity mayor. 

To show clear reasons for the prosperity in Machida City， the authors attempt to describe the 
political process of the redevelopment， the meaning of urban redevelopment in relation to the rede-

velopment pl組 s，the formation of a core commercial district， and the improvement of the town 
center. 




